大阪府条例第　　　号

府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公
共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間との通
算に関する条例の一部を改正する条例
　府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例（昭和三十二年大阪府条例第三十一号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（用語の意義）
第一条　（略）
２・３　（略）
４　（略）

一　知事、副知事、地方自治法の一部を改正する法律（平成十八年法律第五十三号）による改正前の地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百六十八条第一項に規定する出納長及び同法第百七十二条第一項に規定する吏員（以下本項中「吏員」という。）
二・三　（略）
四　地方自治法第百九十五条第一項に規定する監査委員で常勤のもの及び同法第二百条第三項に規定する監査委員の事務局の書記
五　（略）
六　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成二十六年法律第七十六号）による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第十六条第一項に規定する教育長及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十八条第一項に規定する職員で吏員に相当するもの

七　（略）
八　学校教育法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十号）第一条の規定による改正前の学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校の職員で次に掲げるもの
イ　大学の学長、教授、助教授（学校教育法の一部を改正する法律（平成十七年法律第八十三号）による改正前の学校教育法第五十八条第一項に規定する助教授をいう。次項において同じ。）、常時勤務に服することを要する講師及び助手

ロ―ニ　（略）
九　（略）

十　漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）第八十五条第六項に規定する海区漁業調整委員会の書記、同法第百九条において準用する同法第八十五条第六項の規定により置かれる連合海区漁業調整委員会の書記及び同法第百三十二条において準用する同法第八十五条第六項の規定により置かれる内水面漁場管理委員会の書記

十一―二十　（略）
５　（略）
一　（略）
二　（略）　

イ　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成二十六年法律第七十六号）による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十六条第一項に規定する教育長及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十八条第二項に規定する職員で吏員に相当するもの
ロ―リ　（略）

（在職期間の計算）

第五条　（略）
２―４　（略）
５　前二項に規定するもののほか、退隠料の算定の基礎となるべき在職期間については、他の都道府県の退職年金条例に規定する教職員（教育職員に相当する者のうち、学校教育法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十号）第一条の規定による改正前の学校教育法第一条に規定する学校の職員で、第一条第四項第八号のハに掲げるものに限る。）又は市町村の退職年金条例に規定する教職員（教育職員に相当する者のうち、学校教育法第一条に規定する学校の職員で、第一条第五項第一号のハに掲げるものに限る。）を教育職員と、他の都道府県の退職年金条例に規定する準教職員（府吏員退隠料等条例第一条第三項に規定する準教育職員に相当する者のうち、同法第一条に規定する高等学校の常時勤務に服することを要する講師以外の者をいう。）又は市町村の退職年金条例に規定する準教職員（府費負担教職員退職年金条例第一条第四項に規定する準教育職員に相当する者のうち、同法第一条に規定する幼稚園の助教諭、養護教諭及び常時勤務に服することを要する講師である者をいう。）を準教育職員（府吏員退隠料等条例第一条第三項に規定する府立高等学校の常時勤務に服することを要する講師を除く。）と、他の都道府県又は市町村の代用教員等（府吏員退隠料等条例の一部を改正する条例（昭和三十七年大阪府条例第三十一号）附則第二条の五の三第一項に規定する府の代用教員等（以下「府の代用教員等」という。）に相当する者をいう。以下同じ。）を府の代用教員等とみなしたならば当該他の都道府県又は市町村の代用教員等としての在職期間が教育職員としての在職期間に通算されることとなるときは、当該他の都道府県又は市町村の代用教員等としての在職期間（昭和二十二年五月三日以後における期間に限る。）を通算する。この場合においては、第三項ただし書の規定を準用する。

（在職期間の通算に伴う通知）

第十条　知事は、他の都道府県の退職年金権又は市町村の退職年金権を有する者が府吏員となつたとき、及びその者が退職したときは、速やかにその旨を、その者に当該退職年金を支給する他の都道府県又は市町村に通知するものとする。

２　（略）

３　知事は、普通恩給権を有する者が府吏員となつたとき、及びその者が退職したときは、速やかにその旨を、その者の普通恩給権の裁定庁に通知するものとする。

（普通恩給権等を有する者の届出義務）

第十一条　普通恩給権、他の都道府県の退職年金権又は市町村の退職年金権を有する者が府吏員となつたときは、その者は、速やかにその旨を、当該普通恩給権の裁定庁又は当該他の都道府県若しくは当該市町村に届け出なければならない。

２　（略）

（市町村の教育職員の在職期間の通算に関する特例）

第十三条　（略）

　一　（略）

　二　退職年金の年額が、在職期間が十七年の場合においては、退職当時の給料年額の百五十分の五十に相当する金額であり、在職期間が十七年を超える場合においては、当該金額にその超える年数一年につき退職当時の給料年額の百五十分の一に相当する金額を加えた金額であること。

（規則への委任）

第十五条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
	（用語の意義）
第一条　（略）
２・３　（略）
４　（略）

一　知事、副知事、出納長及び地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百七十二条第一項に規定する吏員（以下本項中「吏員」という。）
二・三　（略）
四　地方自治法第百九十五条第一項に規定する監査委員で常勤のもの及び同法第二百条第一項に規定する監査委員の事務を補助する書記
五　（略）
六　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第十六条第一項に規定する教育長及び同法第十九条第一項に規定する職員で吏員に相当するもの
七　（略）
八　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校の職員で次に掲げるもの
イ　大学の学長、教授、助教授、常時勤務に服することを要する講師及び助手

ロ―ニ　（略）
九　（略）

十　漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）第八十五条第六項に規定する海区漁業調整委員会の書記、同法第百十一条において準用する同法第八十五条第六項の規定により置かれる連合海区漁業調整委員会の書記及び同法第百三十二条において準用する同法第八十五条第六項の規定により置かれる内水面漁場管理委員会の書記

十一―二十　（略）
５　（略）
一　（略）
二　（略）
イ　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第十六条第一項に規定する教育長及び同法第十九条第二項に規定する職員で吏員に相当するもの
ロ―リ　（略）

（在職期間の計算）

第五条　（略）
２―４　（略）
５　前二項に規定するもののほか、退隠料の算定の基礎となるべき在職期間については、他の都道府県の退職年金条例に規定する教職員（教育職員に相当する者のうち、学校教育法第一条に規定する学校の職員で、第一条第四項第八号のハに掲げるものに限る。）又は市町村の退職年金条例に規定する教職員（教育職員に相当する者のうち、同法第一条に規定する学校の職員で、第一条第五項第一号のハに掲げるものに限る。）を教育職員と、他の都道府県の退職年金条例に規定する準教職員（府吏員退隠料等条例第一条第三項に規定する準教育職員に相当する者のうち、同法第一条に規定する高等学校の常時勤務に服することを要する講師以外の者をいう。）又は市町村の退職年金条例に規定する準教職員（府費負担教職員退職年金条例第一条第四項に規定する準教育職員に相当する者のうち、同法第一条に規定する幼稚園の助教諭、養護教諭及び常時勤務に服することを要する講師である者をいう。）を準教育職員（府吏員退隠料等条例第一条第三項に規定する府立高等学校の常時勤務に服することを要する講師を除く。）と、他の都道府県又は市町村の代用教員等（府吏員退隠料等条例の一部を改正する条例（昭和三十七年大阪府条例第三十一号）附則第二条の五の三第一項に規定する府の代用教員等（以下「府の代用教員等」という。）に相当する者をいう。以下同じ。）を府の代用教員等とみなしたならば当該他の都道府県又は市町村の代用教員等としての在職期間が教育職員としての在職期間に通算されることとなるときは、当該他の都道府県又は市町村の代用教員等としての在職期間（昭和二十二年五月三日以後における期間に限る。）を通算する。この場合においては、第三項ただし書の規定を準用する。
（在職期間の通算に伴う通知）

第十条　知事は、他の都道府県の退職年金権又は市町村の退職年金権を有する者が府吏員となつたとき、及びその者が退職したときは、すみやかにその旨を、その者に当該退職年金を支給する他の都道府県又は市町村に通知するものとする。

２　（略）

３　知事は、普通恩給権を有する者が府吏員となつたとき、及びその者が退職したときは、すみやかにその旨を、その者の普通恩給権の裁定庁に通知するものとする。

（普通恩給権等を有する者の届出義務）

第十一条　普通恩給権、他の都道府県の退職年金権又は市町村の退職年金権を有する者が府吏員となつたときは、その者は、すみやかにその旨を、当該普通恩給権の裁定庁又は当該他の都道府県若しくは当該市町村に届け出なければならない。

２　（略）
（市町村の教育職員の在職期間の通算に関する特例）

第十三条　（略）

　一　（略）

　二　退職年金の年額が、在職期間が十七年の場合においては、退職当時の給料年額の百五十分の五十に相当する金額であり、在職期間が十七年をこえる場合においては、当該金額にそのこえる年数一年につき退職当時の給料年額の百五十分の一に相当する金額を加えた金額であること。

（規則への委任）

第十五条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

	
	


附　則
この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。
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